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前期（ご参考）
自  平成27年１月１日
至  平成27年６月30日

当期
自  平成27年７月１日
至  平成27年12月31日

Ⅰ 当期未処分利益
Ⅱ 分配金の額
  （投資口1口当たり分配金の額）
Ⅲ 次期繰越利益

（単位：円）
2,103,897,612
2,075,817,620

（6,827）
28,079,992

（単位：円）
2,996,813,042
2,969,932,560

（7,581）
26,880,482

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第35条第1項第2号
に定める金銭の分配の方針に基づき、分
配金額は租税特別措置法第67条の15に
規定される配当可能利益の金額の100分
の90に相当する額を超える金額としてい
ます。
　かかる方針をふまえ、当期未処分利益
を超えず、かつ法人税等の発生による投
資主負担が最小限に抑えられる範囲で、
発行済投資口の総口数304,060口の整数
倍となる2,075,817,620円を利益分配金
として分配することとしました。
　なお、本投資法人の規約第35条第2項
に定める利益を超えた金銭の分配は行い
ません。

　本投資法人の規約第35条第1項第2号
に定める金銭の分配の方針に基づき、分
配金額は租税特別措置法第67条の15に
規定される配当可能利益の金額の100分
の90に相当する額を超える金額としてい
ます。
　かかる方針をふまえ、当期未処分利益
を超えず、かつ法人税等の発生による投
資主負担が最小限に抑えられる範囲で、
発行済投資口の総口数391,760口の整数
倍となる2,969,932,560円を利益分配金
として分配することとしました。
　なお、本投資法人の規約第35条第2項
に定める利益を超えた金銭の分配は行い
ません。

Ⅵ. 金銭の分配に係る計算書 Ⅶ. 会計監査人の監査報告書



日
本
リ
ー
ト
投
資
法
人　

第
７
期 

資
産
運
用
報
告

6362

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕（参考情報）

項目
前期

自  平成27年１月１日
至  平成27年６月30日

当期
自  平成27年７月１日
至  平成27年12月31日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負わない取得日から3
か月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています。

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負わない取得日から3
か月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています。

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕（参考情報）
前期

自  平成27年１月１日
至  平成27年６月30日

当期
自  平成27年７月１日
至  平成27年12月31日

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

		  （平成27年6月30日現在）
		  （単位：千円）
　現金及び預金	 2,291,302
　信託現金及び信託預金	 8,887,346

　現金及び現金同等物	 11,178,648

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

		  （平成27年12月31日現在）
		  （単位：千円）
　現金及び預金	 4,357,068
　信託現金及び信託預金	 11,764,110

　現金及び現金同等物	 16,121,179

前期
自  平成27年１月１日
至  平成27年６月30日

当期
自  平成27年７月１日
至  平成27年12月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 2,077,014 2,969,414
　減価償却費 549,104 730,589
　投資口交付費 112,404 160,447
　受取利息 △ 744 △1,242
　支払利息 183,682 288,328
　営業未収入金の増減額（△は増加） △ 87,580 △3,857
　前払費用の増減額（△は増加） △ 153,119 △62,488
　長期前払費用の増減額（△は増加） △ 305,388 △154,178
　未収消費税等の増減額（△は増加） △ 1,318,463 711,891
　未払消費税等の増減額（△は減少） △ 67,412 －
　営業未払金の増減額（△は減少） 452,268 △126,522
　未払費用の増減額（△は減少） 49,135 73,212
　前受金の増減額（△は減少） 468,378 213,342
　その他 14,395 22,789
　小計 1,973,673 4,821,725
　利息の受取額 744 1,242
　利息の支払額 △ 164,434 △279,254
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △ 4,866 1,342
　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,805,117 4,545,056
投資活動によるキャッシュ・フロー
　信託有形固定資産の取得による支出 △ 85,679,606 △48,226,006
　信託無形固定資産の取得による支出 △ 562,092 －
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 3,495,990 2,302,611
　信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 231,092 △349,121
　敷金及び保証金の差入による支出 △ 60 －
　投資有価証券の払戻による収入 671,800 279,000
　投資有価証券の取得による支出 △ 254,200 △102,570
　その他の支出 △ 29,873 △1,244
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 82,589,135 △46,097,331
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 1,800,000 －
　短期借入金の返済による支出 △ 9,950,000 －
　長期借入れによる収入 50,200,000 26,500,000
　長期借入金の返済による支出 △ 2,400,000 △1,700,000
　投資口の発行による収入 48,331,871 23,760,691
　分配金の支払額 △ 1,076,852 △2,065,885
　財務活動によるキャッシュ・フロー 86,905,018 46,494,805
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,121,000 4,942,530
現金及び現金同等物の期首残高 5,057,648 11,178,648
現金及び現金同等物の期末残高 ※1　11,178,648 ※1　16,121,179

（注）　キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。その後の改正を含みます。）に基づき作成し、参考情報とし
て添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けていません。

Ⅷ. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）
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本投資法人の投資証券が上場された平成26年4月24日から平成27年12月30日（第7期最終取引日）までの東京証
券取引所における本投資法人の投資口価格（終値）及び売買高の推移は、以下の通りです。 決算期日 毎年6月末日／12月末日

投資主総会 原則として2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 規約第16条に定める日

分配金支払確定基準日 毎年6月末日、12月末日（分配金は支払確定基準日より3か月以内にお支払いします）

上場金融商品取引所 東京証券取引所 不動産投資信託証券市場（銘柄コード　3296）

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱UFJ信託銀行株式会社

連絡先
（郵便物受付・電話照会）

〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
0120-232-711（フリーダイヤル）
午前9時～午後5時（土日祝日、年末年始の休業日を除く）
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平成27年12月30日時点
時価総額　112,591,824,000円
上場来最高値（取引値）：
400,000円（平成27年1月21日）
上場来最安値（取引値）：
233,200円（平成27年9月8日）
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平成26年5月23日
第三者割当増資　7,210口

平成27年3月10日
第三者割当増資　7,250口

平成27年2月10日
公募増資　145,000口

平成27年7月1日
公募増資　84,000口

平成27年7月28日
第三者割当増資　3,700口

上場時公募価格
252,000円

投資口価格の推移 投資主メモ

所有者別投資口数・投資主数内訳 主な投資主の状況（第7期末現在）

●住所などの変更手続きについて
住所、氏名、届出印などの変更は、お取引の証券会社にお申し出下さい。

●分配金について
「分配金」は「投資主分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行・郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただくことでお受け取りい
ただけます。なお、受取期間を過ぎた場合は、「投資主分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、投資主名簿等管理人の三
菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部へご郵送いただくか、同行の各支店窓口にてお受け取り下さい（連絡先等については、
上記の「投資主メモ」をご参照下さい）。
また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などのお手続きをご希望の方は、お取引の証券会
社までご連絡下さい。
なお、分配金は、本投資法人規約により、分配金支払い開始の日から満3年を経過しますとお支払いできなくなりますので、
お早めにお受け取り下さい。

●分配金計算書について
分配金支払いの際に送付しております「投資主分配金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねて
おります。当書類は確定申告を行う際に、その添付資料としてご使用いただくことができます。なお、投資主分配金領収証に
て分配金をお受け取りの投資主様につきましても、「投資主分配金計算書」を同封させていただいております。確定申告を
なされる投資主様は大切に保管下さい。ただし、株式数比例配分方式をご指定いただいております投資主様におかれまして
は、お取引の証券会社へご確認下さい。

133,695
（43.97％）

個人・その他 20,455人（96.96％）

個人・その他 24,153人（97.15％）

116,691
（38.38％）

157,493
（40.20％）

169,160
（43.18％）

35,381
（11.64％）

18,293
（6.02％）

37,411
（9.55％）

27,696
（7.07％）

■個人・その他　■金融機関　■その他国内法人　■外国法人等

■金融機関 ：  89人 （0.42％）
■その他国内法人 ： 463人 （2.19％）
■外国法人等 ： 89人 （0.42％）

第6期末
（平成27年6月期末）
総投資口数
304,060口

第7期末
（平成27年12月期末）
総投資口数
391,760口

第6期末
（平成27年6月期末）
投資主総数
21,096人

第7期末
（平成27年12月期末）
投資主総数
24,862人 ■金融機関 ： 96人 （0.39％）

■その他国内法人 ： 507人 （2.04％）
■外国法人等 ： 106人 （0.43％）

順
位 氏名又は名称 投資口数

（口） 比率

1 日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 69,136 17.65%

2 日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口) 28,676 7.32%

3 資産管理サービス信託銀行株式会社
(証券投資信託口) 26,490 6.76%

4 双日株式会社 15,500 3.96%
5 野村信託銀行株式会社（投信口） 15,068 3.85%

6 CHASE MANHATTAN BANK GTS 
CLIENTS ACCOUNT ESCROW 5,072 1.29%

7 株式会社東日本銀行 2,265 0.58%

8 CBNY-GOVERNMENT OF 
NORWAY 2,036 0.52%

9 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
株式会社 1,939 0.49%

10 野村證券株式会社 1,919 0.49%

合 計 168,101 42.91%

投資口の状況 投資主インフォメーション

投資主の状況

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。このため、投資主様から、
お取引の証券会社等へマイナンバーをお届けいただく必要がございます。

投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内

投資口関係業務における
マイナンバーの利用

法令に定められたとおり、支払調書には投資主
さまのマイナンバーを記載し、税務署へ提出い
たします。

支払調書 ＊分配金に関する支払調書

【マイナンバーのお届出に関する問い合わせ先】
証券口座にて投資口を管理されている投資主様
➡ お取引の証券会社までお問い合わせください。
証券会社とのお取引がない投資主様
➡ 下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
　 三菱UFJ信託銀行株式会社
　 証券代行部（ 0120-232-711）


